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別記
行 1引 茉式 (第11条、第13条、第14条関係) |つ /

事 業 者 排 出 量 尚」 l F t 計画 書

特定事業者の

主たる業種 鉄りL道事業

該当する事業
者要件

r京 都府地rft温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1)500キロリットル以上))
v京 都府地球温暖化対策条例施行規員J第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はパス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
r京 都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して3)000トン以上))

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 京阪環境マネジメン トシステムに基づき、エネルギ
ー効率の改善並びにその削減に取り組み 1パーセン

ト以上のC0 2肖 J減を目指す。

推 進 体 制 京阪環境マネジメン トシステム体制に碁づき、実施計画の策定、例月の進捗管理システムで実施する。

午質ごとの具
体的な取組及
び措置

設備、対象、エ ヨ 内

18～ 1 9 違イ〒言「P目 置行列互ダイヤ変更に十 う草高走行肖J,に よる電力曇肖Jま日標 1パ
ーセン トを 目指す。

18～ 1 9 鉄道事業部門 こ行列車 駅  事 務所の空綱温度設定 (夏期 26℃  冬 期 22℃ 比す)を 理

温室効果ガス
の排出量隼 排出区分

基準年度 (冥績)

(16)年 度
(二酸化炭寿援算 (t))

日襟年度 (計画)

( 1 9 )年 度
て二酸化炭茶推算 fi))

削減 率

(計画 )
(%)

A事 業所等排出区分 t し %

B輸 送車両排出区分 104,156 ↓ 103,615 t -0 5 9`

Cそ の他排出区分 t t , `

排出合計 ■1               104)156 t Ⅲ2           103,615 t -05 %

その他の地球
温暖化対策に

よる温室効果
ガスの削減量

等

対策等の区分
目標年度 (計画)

r二酸化炭秦換算 (1う )

森林の保全及び整備 (登備面積) て吸収量) t

府内産の木材の利用 仰 1用畳) m】 いJ減曇) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(売電量) (肖J減曇) t

(熱供給量) (高Ⅲ滋室) t

グリーン電力の購入 (購入畳) (削減量) t

削減量等合計 Ⅲ3              0 0  t

差 う1 排出旦里
(排出合計 ―削減等合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)

Ⅲl               104 156 t )々(工3)      103,615 0  t 05%
計画期間において実施予定の主な地球温暖化対策処置
省エネルギー型空調機の計画更新化 (グリーン購入)
・省電力型信号設備電球 (LED)更 新化
・省エネ電車の増備 (インパータ制御車両、アルミ車両)

連  絡   先 担 当
土
ロ

担 当 者 氏 名

住 所

Fも 景舌 番 口万

フ ァ ク シ ミ リ 番 号

と 1シ 当する□に|ま レ印を記入してください。特定事業者llタトで自主歩'0さす1る事業者の方は レ 印の記入サj不要です.

2 「基・tE年度jtま 岳1画期間の前年度を、 「日棟年資Jと は計画剤向の最終年質といいます。

3「 事業所等排出区分j tlま 京 都市内の事業所等の事業活動のたいうエネルギーの住月に伴い発生する温ヨ効丹ザスを 「崎 ■ヽ7F両祥出区分Jと
は 自 m車 迂i彗事業者について"!使用つ本ytのlI置を京都府'3とする0両 の,卜出する温室助ヨヽガスを 0イ道す圭合についてま‖有する貨!濠車両スは
析を車両力lul出する温宣幼昇ガスを、 「その1し,卜出E分 Jと は 上 記以タトカ京都府内におけるrr業所与の車業活引に件い発生する温電力昇/ネ とい
います。
■ 「特紀車=Jに は 平 成 2年度 (1990年 度)を 基準とした'卜出室の対比やエネルギー原単位C Oa排出i 省 エネ製品P9発など|し者の風三効具メ
ス,卜出朗注オ、う貢献 グ リーン 1ヽ桂の'用  ltFをフロンなどの条例指定タトの侃宮功呆〃スの高1減などを記入してください。


